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１．はじめに 

 我が国の総人口（2021年 9月 15日現在推計）は，

前年に比べ 51 万人減少している一方，65 歳以上の

高齢者人口は 3640 万人と，前年（3618 万人）に比

べ 22万人増加し，過去最多となっている．また，総

人口に占める割合は 29.1%と，前年（28.8%）に比べ 

0.3ポイント上昇し，過去最高となった．総務省統計

局（2021）によると，この割合は今後も上昇を続け，

第 2次ベビーブーム期（1971年〜1974年）に生まれ

た世代が 65 歳以上となる 2040 年には，35.3%にな

ると見込まれている．このように，高齢者が増加す

ることで，医療や介護に対するニーズの需要が増加

する想定がなされている．そこで厚生労働省（2021）

は，団塊の世代と呼ばれる人たちが，75歳以上の後

期高齢者となる 2025 年を目途に，高齢者が要介護

状態となっても生活が維持できるように，中学校区

を単位にとした日常生活圏を設定し，地域に包括的

な支援・サービスを行う地域包括ケアシステムの構

築を推進している．地域包括ケアシステムは，「住ま

い」，「医療」，「介護」，「予防」，「生活支援」を一体

的に提供する仕組みとなっている．しかし，山間部

や過疎地域などによっては，医療・福祉リソースの

偏在という現象が存在し，日常生活圏を設定した場

合でも，うまく地域包括ケアシステムが機能しない

ことが懸念される．このように，地域によって高齢

化の状況や医療・福祉リソースの状況が異なるため，

各々の特徴を勘案した取り組みが重要となってくる．

そのためには，自分たちの地域にはどのようなリソ

ースがあるのか，どのリソースが不足しているのか，

リソースをどのように有効活用できるのかといった

把握をしなければならない． 

介護保険法（1997）によると日常生活圏は「当該

市町村が，その住民が日常生活を営んでいる地域と

して，地理的条件，人口，交通事情その他の社会的

条件，介護給付等対象サービスを提供するための施

設の整備の状況その他の条件を総合的に勘案して日

常生活圏を定めるものとする．」と定義される．本研

究では，この定義のうち，「交通事情」，「介護給付等
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対象サービスを提供するための施設」に着目し，大

分県の日常生活圏の都市構造の把握を行う．その結

果から，医療・福祉に関するリソースの少ない日常

生活圏や公共交通の利便性が悪い日常生活圏に対し

ては，今後どのような対策を行うべきか提案するこ

とを目的とする． 

 

２．既往研究と本研究の位置付け 

既往研究においては，高齢者施設の最適施設配置

論の先駆例として，野坂ら（1999）の多摩ニュータ

ウンの将来人口推計に基づく通所施設配置計画に関

する研究がある．この研究においては，将来人口推

計には通常メッシュデータが用いられるが，メッシ

ュは行政区域と異なるため政策に応用されにくい．

そこで，西野ら（2019）の GIS による人口分布推計

を用いた高齢者施設の配置適正化計画手法の構築の

研究では，日常生活圏を推計単位とし，日常生活圏

内の高齢者の特徴と都市機能の集約性を加味し，実

践的な施設配置計画手法を構築している．このよう

に，高齢者福祉施設や通所施設に限定し，また 1市

町村で日常生活圏を取り扱い，施設配置に関して研

究を行う事例は存在するが，その日常生活圏に，ど

のリソースが存在し，どのリソースが不足している

という特徴を把握し，施設配置を計画した研究は行

われていない．そこで本研究では，大分県を対象と

し日常生活圏を構成する要素のうち，交通事情，介

護給付等対象サービスを提供するための施設の整備

の状況を基に，日常生活圏の特徴把握を行う．介護

給付等対象サービスを提供するための施設に関して

は，1 つのサービスに限定せず，医療機関，施設サ

ービス，居宅介護支援，居宅サービス，地域密着型

サービス，介護予防支援，介護予防サービス，介護

予防地域密着型サービス，その他と分類されている

施設を医療・福祉施設という単位にまとめて，医療・

福祉に関するリソースの偏在及び特徴把握を行う． 

 

３．対象地域の概要 

日常生活圏とは，その住民が日常生活を営んでい

る地域として，地理的条件，人口，交通事情その他

の社会的条件，介護給付等対象サービスを提供する

ための施設の整備の状況その他の条件を総合的に勘

案して定める区域として，介護保険法（1997）によ

り，設定することとされており，国では，おおむね 

30 分以内に必要なサービスが提供される区域とし

て，中学校区を単位として想定している． 

大分県は九州の北東部に位置し，東西 119km，南

北 106kmに及び，総面積は 6,338㎢である．本県で

は，市町村合併が進み，平成 16年 4月に 58あった

市町村が，平成 17年 4月 1日には 25市町村，平成

18年 3月 31日には 18市町村となった．大分県の人

口は，1955（昭和 30）年に約 128万人のピークに達

した後，高度経済成長期には，大都市圏への労働力

流出によって減少した．その後は減少が続いており，

2019（令和元）年で約 113.6万人となっている．図 1

に大分県の日常生活圏を示す．なお，日常生活圏は

104圏域存在する（姫島村を除く）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．日常生活圏の都市構造の把握 

4.1．日常生活圏の公共交通利便性 

 日常生活圏の定義のひとつである，交通事情を，

公共交通機関であるバスに着目して解釈を行う．デ

ータは，国土数値情報ダウンロードの平成 22 年の

バス停留所，平成 23年のバスルートを使用する．ま

た，高齢化や過疎化が進行する中でも，だれもが安

心・安全に公共交通としての機能を十分に果たすこ

とできるように，公共交通ネットワークの確保・維

持が重要となってくる．この状況を踏まえて大分県

図 1 大分県の日常生活圏 
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は，地域公共交通計画を策定している．そこで，現

在の公共交通と計画に策定されている公共交通が整

備された場合の利便性の変化を把握する．なお，計

画に策定されているバスルートは，GIS のジオリフ

ァレンスをもとに作成した． 

表 1に計画策定前後のバス停留所数を示す．豊後

大野市，宇佐市のバス停留所が 100 箇所以上廃止に

なることがわかる．また，全体でみると約 800箇所

のバス停留所が廃止になる．次に，地域公共交通計

画策定前後での利便性の変化として，計画策定前後

のバス停留所から 300m 圏の高齢者人口カバー率の

変化を算出する．表 2より，策定前と策定後の高齢

者人口カバー率の変化が0％の圏域は47（45.63％），

0〜5％の圏域は 16（15.53％），5〜10％の圏域は 14

（13.59％），10〜15％の圏域は 13（12.62％），15〜

20％の圏域は 6（5.83％），20％以上の圏域は 8（7.77％）

という結果となった．図 2より，バス停留所及びバ

スルートの廃止・廃線の変化が大きい圏域は， 中津

市，宇佐市，日出町，臼杵市，津久見市，豊後大野

市，竹田市にある圏域であることがわかる． 

 

4.2．日常生活圏の医療・福祉施設立地 

 日常生活圏設定の定義のひとつである，介護給付

等対象サービスを提供するための施設の整備の状況

を，医療・福祉施設の立地状況や利便性という視点

から解釈を行う．データは，大分県の医療機能情報

一覧表（2021），介護保険指定事業所等一覧（2021），

有料老人ホーム（サービス付き高齢者向け住宅）一

覧（2021），高齢者福祉施設一覧（2021）より医療・

福祉施設のデータを作成した．医療・福祉施設の利

便性を把握する．評価方法は，都市構造の評価に関

するハンドブック（2014）を参考に，高齢者徒歩圏

500m 人口カバー率を算出する．なお，対象年次は

2025年である． 

表 3 より，高齢者人口カバー率が 0%である圏域

は 8（7.77％），0〜30％の圏域は 22（21.36%），30〜

50％の圏域は 18（17.48%），50〜70％の圏域は 15

（14.56%），70〜90％の圏域は 14（13.59%），90〜

100％の圏域は 26（25.24%）という結果となった．

図 3より，大分市，別府市及び面積の小さい圏域は， 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢者人口カバー率が高いことがわかる．高齢者人

口カバー率が高い圏域は，大分市や別府市の都市部

に集中している．一方，玖珠町，竹田市，豊後大野

市の圏域は，高齢者人口カバー率の平均値を大きく

下回る圏域が多く存在する．これらの圏域では施設

表 1 地域公共交通計画策定前後のバス停留所数 

表 2 計画策定前後のバス停留所 300m圏 

高齢者人口カバー率の変化 

図 2 計画策定前後のバス停留所 300m圏 

高齢者人口カバー率の変化 

策定前後の変化[%] 日常生活圏数 構成比[%]

20 < x 8 7.77

15 < x ≦ 20 6 5.83

10 < x ≦ 15 13 12.62

5 < x ≦ 10 14 13.59

0 < x ≦ 5 16 15.53

0 47 45.63

合計 103 100
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整備による利便性向上が必要である．しかし，日常

生活圏はそれぞれ異なる特徴を持ち合わせているた

め，一概に医療・福祉施設が不足している圏域に施

設を整備すればいいわけではない．そのため，隣接

する圏域間での機能の調整を行うことなどにより，

施設の無計画な配置を抑制する必要もある． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．総括 

 本研究では，大分県における日常生活圏を対象に

公共交通施設，医療・福祉施設の立地状況から医療・

介護サービス提供体制の現状と課題の把握を行った． 

公共交通の視点からは，地域公共交通計画の策定

により，廃止・廃線となるバス停留所及びバスルー

トを把握した．またそれにより，利便性の低下が懸

念される圏域を抽出できた． 

医療・福祉面の視点では，都市部にある圏域は医

療・福祉施設が高齢者徒歩圏内（500m）に立地して

いることから，利便性が高い．この圏域に該当して

いるのは，大分市，別府市などであった．医療・福

祉及び公共交通が整備されていない圏域では，施設

整備や隣接する圏域間での機能の補完が必要である．

また，福祉政策と都市政策の未連携により，福祉政

策に空間的な視点がないことから，医療・福祉や公

共交通に偏在がみられる圏域が発生したと考えられ

る．今後は，医療・福祉及び都市計画に関する諸計

画の関連性や連携の課題を把握し，地域包括ケアシ

ステムに対する福祉・都市政策のあり方を提案する

必要がある． 
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